















































いは同盟国の総合的理解のために考案した諸科学総合の方法論で、最初に Area Studies という表
現を用いたのはコロンビア大学であるとされている。したがって、軍事誌中心であり、戦略論的で
あり、地理･歴史･言語が基礎であった｡
この地域研究の接近方法を学問的分野に導入したのが1940年代末期の米英の諸大学であり、日本
でも東京大学が早くも1950年代初頭に国際関係論と結びつけてこれを導入した。ここでは、国際関
係に密接に関係する国際法、国際経済、文化人類学などの方法が地域と結び付けられて重要視され
た。
この接近方法は、アジアの各国において、近代化のための有力な武器として1960年代から80年代
にかけてひろく普及した。とくに諸科学総合の方法は、従来の伝統的な社会科学の方法の個別性限
界を打破するものとして歓迎された。また、社会学の方法である現地調査、フィールド･ワークの
手法が尊重され、地域研究には不可欠のものとして成長していった｡
もちろん、先にふれたように、この地域研究の方法が一種のオリエンタリズムの欧米中心の考え
方に立っていることは否定できない。しかしオリエンタリズムを批判しながらも、その長所を選択
していく学問的なリアリズムも重要である。島根県立大学の北東アジア学創成にあたっては､“地
域研究を踏まえ、そして地域研究を乗り越えていく”発想が重視されている｡
(3) 内発的発展論の影響
ところで当初、地域研究の方法に否定的契機をもたらしたものは、1970年代から90年代にかけて
発展した内発的発展論の方法である。この接近方法は、たとえば上智大学の鶴見和子教授の仮説提
起に見られるように、近代化あるいは西欧中心の方法をラディカルに否定し、アジアのなかに独自
の“普遍的原理”を探求する形をとった(たとえば自然主義、アニミズム、曼陀羅の再評価など)。
しかし同時期に発展しはじめた国際連合大学の知識分子(とくに北欧出身者)の“もう一つの発展”
論(英米型近代化論とは異質)の積極性に結果的にまきこまれ、近代化･開発論を拒否しつつも、そ
れを補完する役割を果たすようになっていった｡
この内発的発展の方法は、一見、アジア的あるいは日本的な伝統尊重論と見られやすい。しかし、
それは単純な伝統主義、内発性尊重ではない。いわば欧米に発展した科学的概念を用いながら、意
識的に“伝統”を再発見し、その普遍的再生を志向しようとするものである。筆者(宇野)は内発的
発展論と相互触発論を結び付けていくつかの論文を発表した。したがって、新しい内発的発展論の
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方法は、地域研究の方法を乗り越えていこうとする方法論としては、再評価されるべきと考えてい
る｡
おわりに－ 新しい国際関係の下で
内発的発展論の方法は、1980年代に入って環境保全、公害反対論と結び付いて独特の人間の安全
保障論として発展した。また従来の経済開発論を乗り越える社会開発論と結びついた。そして、そ
の傾向は、1990年代初頭の冷戦の終結期を迎えて、あたらしい影響力を加えた。周知のようにこの
時期となると、アメリカという大国の発展にもかかわらず、地球全体としては中小国や企業･地域
の発展が国家の集権力を上回りはじめたからである。
もはや国家のみを主人公とする国際関係は過去のものとなった。また、国家を主体とする条約機
構が排他的指導権を発揮する時代も過去のものとなった。現在では民衆の世論、情報伝達システム、
民間の企業、 NGO･NPO、ソフトな国際的レジームが国家の政策を左右する時代となった。したがっ
て、従来のハードな国際協力機構もなお重要な役割を果たしているとはいえ、ソフトな国際的協調
のネットワークも世界の政治を動かすようになってきた。恒常的な条約機構より、一見変則的な対
話機構、フォーラムが現実に人々の生活に密着するようになってきた。北東アジア中心の6カ国協
議の動きも、その典型的な一例であろう。
このような新しいネットワークは、地域を基礎としながらも、決して地域外の国･地域･組織の参
加も排除しない。また固定的なリーダーシップも必要としない。また既成概念で新しい動向を排除
しない｡
パワー･ポリティックスの圧力に悩む北東アジアにおいては、このような新しい国際的協調の
ネットワークを理論化することが、現在焦眉の急務ということができよう。
